
　

平
成
18
年
度
市
・
県
民
税
か
ら
実

施
さ
れ
る
税
制
改
正
の
主
な
改
正
点

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

特
に
、
65
歳
以
上
の
皆
さ
ん
は
、

老
年
者
控
除(

控
除
額
48
万
円)
の

廃
止
や
公
的
年
金
等
の
控
除
額
が

１
４
０
万
円
か
ら
１
２
０
万
円
に

変
更
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
昨
年

に
比
べ
市
・
県
民
税
が
増
額
に
な
る

人
、
ま
た
は
新
た
に
課
税
と
な
る
人

が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
の
時
代
を
迎
え
、
税

制
面
の
見
直
し
が
図
ら
れ
て
い
ま
す

の
で
、
皆
さ
ん
の
ご
理
解
・
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

定
率
減
税
の
縮
減

　

平
成
11
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
て
い

た
定
率
減
税
が
改
正
さ
れ
、
市
・
県

民
税
に
つ
い
て
は
所
得
割
額
の
15
％

(

上
限
４
万
円)

か
ら
７
・
５
％(

上
限

２
万
円)

と
減
税
額
が
半
減
と
な
り

ま
し
た
。
な
お
、
翌
19
年
度
か
ら
は

減
税
は
廃
止
と
な
り
ま
す
。

老
年
者
控
除
の
廃
止

　

年
齢
65
歳
以
上
の
人
で
、
合
計
所

得
金
額
が
１
、０
０
０
万
円
以
下
の

人
に
係
る
老
年
者
控
除
額
48
万
円
が

廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

公
的
年
金
控
除
額
の
改
正

　

公
的
年
金
控
除
の
う
ち
年
齢
65
歳

以
上
の
人
に
上
乗
せ
さ
れ
て
い
る
措

置
が
廃
止
さ
れ
、
公
的
年
金
等
の
所

得
に
係
る
算
出
方
法
は
、
表
１
の
と

お
り
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
老
年
者
特
別
加
算
と
し

て
年
齢
65
歳
以
上
の
人
の
公
的
年
金

控
除
の
最
低
保
障
額
を
50
万
円
加
算

し
、
１
２
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

老
年
者
非
課
税
措
置
の
廃
止

　

年
齢
65
歳
以
上
の
人
の
う
ち
前
年

の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以

下
の
人
に
対
す
る
非
課
税
措
置
が
廃

止
さ
れ
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
平
成
17
年
１
月
１
日
に

年
齢
65
歳
に
達
し
て
い
た
人(

昭
和

15
年
1
月
2
日
以
前
生
ま
れ)

で
、

前
年
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以
下

の
人
に
つ
い
て
は
経
過
措
置
が
あ

り
、
18
年
度
、
19
年
度
と
表
２
の
と

お
り
段
階
的
に
廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

個
人
市
民
税

　

均
等
割
・
所
得
割
の

　

非
課
税
基
準
の
改
定

　

生
活
保
護
基
準
の
改
定
に
よ
り
市

民
税
非
課
税
基
準
が
改
正
さ
れ
ま
し

た
。
今
回
の
改
正
で
は
、
控
除
対
象

配
偶
者
ま
た
は
扶
養
親
族
が
い
る
場

合
に
加
算
さ
れ
る
加
算
額
が
表
３
の

と
お
り
改
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。

　

配
偶
者
の
均
等
割
額
の

　

非
課
税
廃
止

　

夫
婦
と
も
に
市
内
に
住
ん
で

い
て
、
夫
が
均
等
割(

年
税
額

４
、０
０
０
円)

を
課
税
さ
れ
て
い
る

場
合
の
妻
の
均
等
割
に
つ
い
て
は
、

平
成
17
年
度
は
半
額
の
２
、０
０
０

円
で
し
た
が
、
18
年
度
以
降
は

４
、０
０
０
円
と
全
額
課
税
さ
れ
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
均
等
割
に
は
非
課
税
限
度

額
制
度
が
あ
り
、
所
得
金
額
が
一
定

金
額
以
下
の
人
は
課
税
さ
れ
ま
せ

ん
。

改　　正　　後

公的年金等の
収入金額

所得金額

65
歳
以
上
の
人

330万円未満 収入金額－120万円

330万円以上
410万円未満

収入金額×75％－37万5千円

410万円以上
770万円未満

収入金額×85％－78万5千円

770万円以上 収入金額×95％－155万5千円

※65歳未満の人の算出方法は変更ありません。

【表２】　老年者非課税措置の段階的廃止 【表１】　公的年金控除の改正点

18年度 19年度 20年度

所得割
課税額

3分の１ 3分の2 全額

均
等
割
課
税
額

県
民
税

300円 600円
1,000円
(全額)

市
民
税

1,000円 2,000円
3,000円
(全額)

※
市
・
県
民
税
の
税
制
改
正
に
つ

　

い
て
く
わ
し
く
は
税
務
課(

☎

　

20-

１
５
１
３)

へ
。

市
・
県
民
税
に
係
る
税
制
の
改
正

平
成
18
年
度
課
税
分
か
ら

区分 改正前 改正後

均等割
28万円×(本人＋控除対象配偶者と
扶養親族数)＋17万６千円

28万円×(本人＋控除対象配偶者と
扶養親族数)＋16万８千円

所得割
35万円×(本人＋控除対象配偶者と
扶養親族数)＋35万円

35万円×(本人＋控除対象配偶者と
扶養親族数)＋32万円

【表３】個人市民税非課税基準の改定
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